
^ 金銭の信託 769¶037¶553¶289 775¶951¶397¶519 6¶913¶844¶230

_ 有価証券
満期保有目的の債券 727¶645¶774¶646 771¶519¶597¶000 43¶873¶822¶354

その他有価証券 1¶311¶000¶000¶000 1¶311¶000¶000¶000 0

` 買取債権 9¶982¶719¶174¶715

貸倒引当金（※１） � 64¶061¶103¶594

9¶918¶658¶071¶121 10¶004¶014¶475¶435 85¶356¶404¶314

a 貸付金 18¶071¶401¶646¶991

貸倒引当金（※１） � 391¶245¶422¶806

17¶680¶156¶224¶185 18¶876¶538¶541¶592 1¶196¶382¶317¶407

b 求償債権（※１） 6¶185¶344¶989 6¶185¶344¶989 0

c 年金譲受債権（※１） 102¶975¶518¶544 110¶041¶492¶158 7¶065¶973¶614

資産計 31¶134¶659¶412¶254 32¶474¶251¶774¶173 1¶339¶592¶361¶919

\ 借入金 15¶374¶773¶922¶000 16¶600¶484¶728¶246 1¶225¶710¶806¶246

] 債券（※２） 13¶918¶950¶073¶951 14¶635¶436¶495¶057 716¶486¶421¶106

^ 未払買取代金 212¶935¶950¶000 212¶935¶950¶000 0

負債計 29¶506¶659¶945¶951 31¶448¶857¶173¶303 1¶942¶197¶227¶352

金融派生商品（※３） (12¶140¶877¶055) (12¶140¶877¶055) 0

金融派生商品計 (12¶140¶877¶055) (12¶140¶877¶055) 0

（※１）買取債権及び貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金等を控除しています。
なお、求償債権及び年金譲受債権に対する貸倒引当金については、重要性が乏しいため、
貸借対照表計上額から直接減額しています。

（※２）債券発行差額については、重要性が乏しいため、貸借対照表計上額から直接減額していま
す。

（※３）その他資産・負債に計上している金融派生商品を一括して表示しています。取引によって
生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、
（ ）で表示しています。
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（注１）金融商品の時価の算定方法
資産
\ 現金預け金
預け金は全て満期のないものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額を時価としています。

] 買現先勘定
約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としています。

^ 金銭の信託
取引金融機関から提示された価格によっています。

_ 有価証券
債券は、業界団体が公表する取引価格等の市場価格によっています。譲渡性預金は、約定
期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として
います。

` 買取債権
買取債権の種類及び債務者区分、期間に基づく区分ごとに、将来キャッシュ・フローを見
積もり、同様の新規買取を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しています。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保による回収見
込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額か
ら現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としています。

a 貸付金
貸付金の種類及び債務者区分、期間に基づく区分ごとに、将来キャッシュ・フローを見積
もり、同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しています。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証によ
る回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照
表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としています。
なお、貸付金のうち、手形貸付については、約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と
近似していることから、当該帳簿価額を時価としています。

b 求償債権
担保による回収見込額等に基づいて貸倒見積額を算定しているため、時価は決算日におけ
る貸借対照表価額から現在の貸倒見積額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価と
しています。

c 年金譲受債権
債務者区分及び期間に基づく区分ごとに、将来キャッシュ・フローを見積もり、同様の新
規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しています。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保による回収見
込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額か
ら現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としています。

負債
\ 借入金
元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定
しています。
なお、民間借入金については、約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額を時価としています。

] 債券
貸付債権担保債券及び一般担保債券については、業界団体が公表する取引価格等の市場価
格によっています。
財形住宅債券については、元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利
率で割り引いて時価を算定しています。
住宅宅地債券については、将来キャッシュ・フローを見積もり、同様の新規発行を行った
場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しています。

^ 未払買取代金
未払期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としています。

金融派生商品
金融派生商品は、金利スワップ取引であり、割引現在価値により算出した価額によっていま
す。

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額16¶150¶000円）については、市場価格がなく、時価を把握す
ることが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしていません。œ

œ


		2013-07-30T15:40:51+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




